
「税」特集号
TAXぺいじ知っ

納っ
得！

税

ささえあい

　市民の皆さんの生活を守り、より豊かにしていくために市では
様々なサービスや事業を行っていますが、このための費用には皆さ
んに納めていただいた税金が充てられています。
　例えば、身近なところではこのようなところに税金が使われてい
ます。

　市税は、共に支えあう社会の実現のためになくてはならない
『会費』のようなものです。
　この税特集号では、そんな市税のトピックを皆さんにお伝え
していきます。

税特集号に関するお問い合わせは☎０４８－９２２－０１５１（代表）　市民税課（１，２ページ）資産税課（３ページ）納税課（４ページ）

１人あたり
約22，900円/年

1人あたり
約8，800円/年

１人あたり　
約15，000円/年

【教育費】 【消防費】【土木費】

色々なところに
税金が使われて
いるんだね！

申告や納税などの
手続きを忘れないよう
にしなくちゃね！

申告期限は

　３月１５日まで

給与支払報告書とは？
　会社や個人事業主が給与の支払をし
た場合、翌年の１月３１日までに市区
町村に提出する義務がある支払金額等
を記載した書類です。
　まれに提出されていない場合もあり
ますので、給与支払報告書を市役所に
提出しているかどうかは、勤務先にご
確認ください。

申告方法や会場などの情報については本誌二面をご覧ください。
2月16日から税の申告が始まります！

お問い合わせは川口税務署まで
　　　　　　　☎０４８－２５２－５１４１所得税の確定申告について

公的年金収入等があった人は、次ページのフローチャート
「年金受給者の方へ　～私は申告するの？しないの？～」
で申告が必要かどうかを確認できます。

前年中に収入が無かった人は、義務ではありませんが、収
入が無かったという内容の市民税・県民税の申告をしてい
ただくと非課税証明書の申請ができるようになるほか、一
部の行政サービスに影響する場合があるため、申告をご案
内しています。

市民税・県民税の申告について

　個人の市民税・県民税（住民税）は、毎年１月１日現在で草加市に
居住している個人に対して前年中の所得をもとに課税されます。
　そのため、前年中に収入があった人は、次の【市民税・県民税の申
告をする必要がない人】を除いて原則申告が必要です。

【市民税・県民税の申告をする必要がない人】
　次の①～③にあてはまる人は市民税・県民税の申告は
必要ありません。
①所得税の確定申告をした人
②前年中、給与以外に収入が無く、給与支払報告書が勤
務先から市役所に提出されている人
③前年中、公的年金等以外に収入が無く、公的年金等支
払報告書が支払先から市役所に提出されている人
※ただし、所得控除を追加する場合は申告が必要です。
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■障害年金・遺族年金は非課税所得のため、所得税、市民税・県民税を計算するうえでの収入には含みませんが、前年中、障害年金・遺族年金以外に収
入が無かった方でも一部の行政サービスに影響する場合があるため、市民税・県民税の申告をご案内しています。
■繰越控除の適用を受ける場合などは、所得税の確定申告が必要です。

税務署に

申告をする

（確定申告）

市役所に

申告をする

（市民税・県民税申告）

スタート!

外国の法令に基づく年金等がある

源泉徴収税額がある

公的年金等の収入が４００万円を超える

公的年金等以外に他の所得（※）があり、
その金額が２０万円を超える

（給与・個人年金・営業・不動産等）

すべての所得（※）の合計が
３１万５,０００円を超える

医療費控除や扶養控除など各種控除
の追加により所得税が還付になる

源泉徴収票の内容に追加・変更があるなど、申告をすると
市民税・県民税の税額が変わる
（公的年金等以外に他の所得がある、医療費控除、扶養控
除、生命保険料控除などの各種控除を追加するなど）申告の必要はありません

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ
いいえ

いいえ
いいえ

◆市民税・県民税について B　市民税課　個人課税係 ☎048-922-1042

◆軽自動車税について B　市民税課　法人諸税係　　☎048-922-1049

年金受給者の方へ
～私は申告するの？しないの？～

平成３１年度の市民税・県民税（平成３０年分の所得税）から
配偶者控除及び配偶者特別控除が改正されます！

■配偶者特別控除の配偶者の合計所得金額の上限が７６万円未満から１２３万円以下に引き上げられます。
■納税者本人の合計所得金額に応じて控除額が逓減され、１，０００万円を超えると控除が受けられなくなります。

　表①→②の順に納税者と配偶者の所得区分を確認し、表③にあてはめて所得控除の金額
を求めてください。

※所得とは？

　収入から必要経費を引いた残りの金額のことです（給与や
公的年金等の場合は、決められた計算式により求めます）。
　それぞれの所得を別々に計算し、合算した金額がすべての
所得の合計となります。
【参考】所得の求め方
・給与収入が１６１万９千円未満の場合
　給与収入－６５万円
・公的年金等の収入が１３０万円未満（６５歳未満）の場合
　公的年金等の収入－７０万円
・公的年金等の収入が３３０万円未満（６５歳以上）の場合
　公的年金等の収入－１２０万円

来年の申告から

■改正後の配偶者控除及び配偶者特別控除の控除額の求め方

改正のポイント

■原動機付自転車等の廃車や住所変更の手続きはお早めに！
　軽自動車税は、毎年４月１日現在での軽自動車、原動機付自転車、
小型特殊自動車、軽二輪、二輪の小型自動車の所有者に課税されま
す。廃棄、譲渡、盗難等の理由で所有しなくなった場合や住所変更を
した場合は早めに手続きしてください。
■原動機付自転車、小型特殊自動車の廃車手続き
　①標識（ナンバープレート）②標識交付証明書③所有者の印鑑を持
参して草加市役所市民税課へ（盗難等により標識が無い場合はお問い
合わせください）。その他の車種の手続きについては、各手続先にお
問い合わせください。

表②：配偶者の合計所得金額と収入金額の対応表 表③：改正後の配偶者控除及び配偶者特別控除額一覧表

表①：納税者の合計所得金額区分表
Ａ Ｂ Ｃ

900万円以下
（1,120万円以下）

900万円超～
　950万円以下
（1,120万円超～
　1,170万円以下）

950万円超～
　1,000万円以下
（1,170万円超～
　1,220万円以下）

※（）内は給与所得のみの場合の納税者の給与収入額

=

※（）内は所得税における控除額

配偶者の合計所得金額

配偶者の収入金額
公的年金収入のみ

給与収入のみ
65歳未満 65歳以上

38万円以下

38万円超　85万円以下

85万円超　90万円以下

90万円超　95万円以下

95万円超　100万円以下

100万円超　105万円以下

105万円超　110万円以下

110万円超　115万円以下

115万円超　120万円以下

120万円超　123万円以下

123万円超

103万円以下

103万円超～
　150万円以下
150万円超～
　155万円以下
155万円超～
　160万円以下
160万円超～
　166万7,999円以下
166万7,999円超～
　175万1,999円以下
175万1,999円超～
　183万1,999円以下
183万1,999円超～
　190万3,999円以下
190万3,999円超～
　197万1,999円以下
197万1,999円超～
　201万5,999円以下

201万5,999円超

108万円以下

108万円超～
　163万3,334円以下
163万3,334円超～
　170万1円以下
170万1円超～
　176万6,667円以下
176万6,667円超～
　183万3,334円以下
183万3,334円超～
　190万1円以下
190万1円超～
　196万6,667円以下
196万6,667円超～
　203万3,334円以下
203万3,334円超～
　210万1円以下
210万1円超～
　214万1円以下

214万1円超

158万円以下

158万円超～
　205万円以下
205万円超～
　210万円以下
210万円超～
　215万円以下
215万円超～
　220万円以下
220万円超～
　225万円以下
225万円超～
　230万円以下
230万円超～
　235万円以下
235万円超～
　240万円以下
240万円超～
　243万円以下

243万円超

納税者の合計所得金額区分
Ａ配偶者の合計所得金額

一般

老人
（70歳以上）

38万円以下

Ｂ Ｃ

配
偶
者

控
除

配
偶
者
特
別
控
除

38万円超　85万円以下

85万円超　90万円以下

90万円超　95万円以下

95万円超　100万円以下

100万円超　105万円以下

105万円超　110万円以下

110万円超　115万円以下

115万円超　120万円以下

120万円超　123万円以下

123万円超

33万円（38万円）

38万円（48万円）

33万円（38万円）

33万円（36万円）

31万円（31万円）

26万円（26万円）

21万円（21万円）

16万円（16万円）

11万円（11万円）

6万円（6万円）

3万円（3万円）

0円

22万円（26万円）

26万円（32万円）

22万円（26万円）

22万円（24万円）

21万円（21万円）

18万円（18万円）

14万円（14万円）

11万円（11万円）

8万円（8万円）

4万円（4万円）

2万円（2万円）

0円

11万円（13万円）

13万円（16万円）

11万円（13万円）

11万円（12万円）

11万円（11万円）

9万円（9万円）

7万円（7万円）

6万円（6万円）

4万円（4万円）

2万円（2万円）

1万円（1万円）

0円

車種 手続先
軽二輪
（125cc超250cc以下）
二輪の小型自動車
（250cc超）
四輪の軽自動車

関東運輸局　埼玉運輸支局
春日部自動車検査登録事務所
☎050-5540-2028
軽自動車検査協会　埼玉事務所　春日部支所
☎048-745-7733

※転出の場合、転出先の市区町村を管轄する事務所にお問い合わせください

初度検査から１３年が経過した
　　　　　　　　軽三輪・四輪は税額が高くなります

　初度検査年月（車検証に記載）から１３年が
経過した軽三輪・四輪の内、環境負荷が大きい
車両については、重課の対象となり、通常より
税額が高くなりますのでご注意ください。

平成30年度は「初度検査年月」が平成17年
３月以前の車両が重課の対象です。

車種
軽三輪

軽四輪乗用自家用
軽四輪乗用営業用
軽四輪貨物自家用
軽四輪貨物営業用

重課適用後の税額
4,600円
12,900円
8,200円
6,000円
4,500円



TAXぺいじ　「税」特集号　平成30年2月5日……　

B　資産税課　土地係 ☎048-922-1081　償却資産係 ☎048-922-1068
　　　　　　　家屋係 ☎048-922-1092

固定資産税・都市計画税の納税通知書は、毎年５月の連休明けに発送予定です。
✓

✓

　納税通知書には所在地・評価額・課税標準額・税率・税額・納期・納付場所等が記載されています。
　お問い合わせの際は、納税通知書の表面に記載されている通知書番号をお伝えください。

■よくあるご相談コーナー

◆固定資産税・都市計画税について

平成29年10月に住宅を取り壊し
駐車場にしたところ平成30年度
分の税額が高くなったのはなぜ？

　固定資産税は、１月１日現在の
土地の利用状況で課税が決まりま
す。土地の上に一定要件を満たす
住宅があれば「住宅用地に対する
課税標準の特例」により税額が減
額されます。しかし、住宅が取り
壊され、平成30年１月１日現在住
宅がなくなったことから特例の対
象外になり税額が高くなったもの
です。

土地の税額が
高くなったの
ですが…

平成29年12月に土地と家屋の売
買契約、2月に所有権移転登記を
した。5月に納税通知書が届いた
のはなぜ？

　１月１日現在の登記簿に記載さ
れている所有者にその年度分の納
税義務があります。
　１月２日以降に売買等が行われ
たり、家屋を取り壊した場合で
も、１月１日現在の所有者が、平
成３０年度分の納税義務者となり
ます。

年の途中で
売買した場合の
納税義務者は？

平成26年に木造の住宅を新築し
ているが、平成30年度分の税額
が高くなったのはなぜ？

　新築の住宅については、要件に
該当する場合、一定の期間、固定
資産税額が２分の１の税額に軽減
されます。
　この期間が終了したため、軽減
前の税額となったものです。

家屋の税額が
高くなったの
ですが…

未登記の家屋を平成29年10月に
取り壊したが、どのような手続
きが必要か？

　未登記の家屋を取り壊した場合
は、課税取り消しを行うための滅
失届を送付しますので、家屋係ま
でご連絡をお願いします。
　なお、取り壊しに限らず、未登
記の家屋を新築・増築した場合、
または相続や売買等により所有者
が変更となる場合も、届出が必要
ですので、家屋係までご連絡くだ
さい。

未登記の家屋を
取り壊した場合
は？

　毎年１月１日（賦課期日）現在の土
地・家屋・償却資産の所有者が、それ
らの固定資産の価格をもとに算定され
た税額を市に納める税金です。

土地・家屋の評価額は、３年ごとに見直しを行っています。
これに伴い、税額も昨年度から変わる可能性があります。 　土地の利用状況が似ている地区ごとに一つ、面積や形状が標

準的な「標準宅地」を選定し、地価公示価格や不動産鑑定価格
をもとにその１㎡あたりの単価を算出します。その単価の７割
を目途に標準宅地が接している道路（主要路線）の価格を決定
します。
　主要路線の価格が決まったら、その周辺の道路の価格を幅員
や公共施設との距離等を基準に決めていきます。平成３０年度
より、十万円未満の路線価格が千円単位から百円単位に変わり
ます。
　路線価格が決定したら、その道路に接している土地の評価額
を、土地の形状や使い方に応じて決めていきます。
　評価額が上昇した場合、税額が急激に増えることのないよう、
なだらかに税額を上昇させる措置を取っています。

　工場・商店等の経営や駐車場・アパートの
貸付け等をしている会社や個人が、事業のた
めに用いる構築物・機械・備品等を償却資産
といい、固定資産税が課税されます。（償却資
産の取得価額から算出される課税標準額が１
５０万円未満の場合は課税されません）また、
償却資産の所有者は、毎年１月１日現在の状
況の申告が必要です。

定資産税とは
　都市計画事業 ( 道路・公園・下水道
等の整備 ) 又は土地区画整理事業に要
する費用にあてることを目的として
課税されるもので、市街化区域内に
ある土地・家屋の所有者が市に納め
る税金です。

市計画税とは 却資産とは固 都 償

平成30年度は「評価替え」の年です！
土地

　既存家屋の評価は、評価時点において同一の家屋を新築する
場合に必要とされる建築価格に「経過年数に応じた減価率」と、
「建築資材の物価の変動割合」を反映して評価額を計算します。
　なお、評価計算を行って求めた評価額が前年の評価額よりも
高くなった場合は、前年の評価額に据え置かれます。
　新増築家屋の評価は、市の職員が現地に伺い、家屋に使用さ
れている資材・設備等を調査します。調査した内容は、国が示
す「固定資産評価基準」に基づいて評価計算を行います。
　また、この基準は３年に１度の評価替えの年度に改正される
ため、同じ家屋を建てたとしても、建築年によって評価額が異
なる場合があります。

家屋



　……平成30年2月5日　TAXぺいじ　「税」特集号

平成30年度　草加市　市税等納期カレンダー

納期限
税目

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

市民税・県民税
（普通徴収）
固定資産税・
都市計画税
軽自動車税

国民健康保険税

1/4（金）5/31（木） 7/2（月） 7/31（火）8/31（金）10/1（月）10/31（水）11/30（金） 1/31（木）2/28（木）

平成30年 平成31年

平成31年

1 期 2期 3期 4期

1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期

1期

全期

2期 3期 4期

★納税相談を実施しています

B　《納税課》　納税について　　　　　相談について　☎048-922-1124
　☎048-922-1098　　　　　　　　 ☎048-922-1126◆納税について

納税は期限内に！！

■各期の納期限40日前（依頼書が市へ到着したもの）までに申込むと、その納期から利用できます。
■残高不足等で口座振替ができなかった場合や納期限が過ぎている場合は口座振替（再振替）できません。納付書を使用
して金融機関または市役所で納税してください。

■口座振替の領収書として各税目年１回最終期の納期限の翌月に口座振替済通知書を発送します。
　※国民健康保険税については年2回（12月・３月）発送します。年末調整や確定申告時に控除資料として使用できます。

納税は
口座振替がおすすめです

草加市では市税等を納期限までに納税され
ていない方に対して、電話による納税の呼
びかけを行っております。
なお、「納税コールセンター」が口座を指
定して振込みを求めたり、金融機関でＡＴ
Ｍの操作を指示することはありません。ご
注意ください。

☎納税コールセンターから
　納税のご案内をしています

コンビニでも納税できます

お申込みは簡単 !!

納税通知書に記載された金融機関の窓口へ
【必要書類】納税通知書、預貯金通帳、通帳届出印
【申込み方法】納付書に記載された金融機関の窓口または納税課に備え付けの口座振替依頼書に所定の事項を
　記入・押印してください。口座振替依頼書が手元にある場合は持参してのお申込みもできます。

【水曜日】　８：３０～２１：００まで（祝日・年末年始を除く）
【日曜日】　９：００～１２：３０まで（年末年始を除く）
■納税課の窓口でできること
市税・国民健康保険税の納税、 納税相談、納税証明書発行
※納税相談は業務終了30分前までにお越しください。

納期限を過ぎると「延滞金」が加算されます
【平成３０年の延滞金の割合年8.9％　(※納期限後1か月間は年2.6％)】

市税等の納期スケジュール
平成30年度の納期のスケジュールは右
記のとおりです。納税忘れのないよう
ご注意ください。

納期限までに納税が困難な方には、納税相談をご案内しています。
ご希望の場合は、納税義務者本人もしくは同一世帯のご家族が市役所納税課窓口までお越しください。
納税しないで放置されますと、「財産の差押（滞納処分）」を受けることがあります。

5万円を1年間滞納した場合　⇒　  4,100円　
10万円を1年間滞納した場合　⇒　  8,300円　
50万円を1年間滞納した場合　⇒　41,900円　
100万円を1年間滞納した場合　⇒　83,800円　

（※金額は目安です）

財産とは

等です

給与・年金 売掛金

預貯金 生命保険

■納税通知書に同封されている納付書（バーコード付き）は、納期限内に限りコンビニでの
　納税ができます。
■各期の納付額が30万円を超える場合、コンビニでは納税できません。
■納期限を過ぎるとコンビニで納税できません。納付書に記載された金融機関または市役所の窓口で
納税してください（延滞金が発生する場合があります）。

安　
　心

確　
　実

便　
　利

■口座振替ができるもの
◯市民税・県民税（普通徴収）◯固定資産税・都市計画税　◯軽自動車税　◯国民健康保険税

■コンビニで納税ができるもの
◯市民税・県民税（普通徴収）◯固定資産税・都市計画税　◯軽自動車税　◯国民健康保険税

バーコード付きで

納期限内の納付書
　 であれば…

水曜日
8：30～
21：00まで

日曜日
9：00～
12：30まで

納 税 課
窓口開庁
しています

　対象となるのは、※「納税の誠意」がある方で、減免期間は認定日から1年間
です。また、これまでに滞納がなく、納税ができなくなった原因が要件に該当す
る方に限ります。要件は複数ありますので、納税相談時にご確認ください。認定
を受ける際には、要件の事実を証明する書類等が必要になります。
※「納税の誠意」とは、市税を優先的に納税しなければならないことを認識して
いることをいい、滞納がある方は対象になりません。

　災害、疾病その他の事実等により、納税者が市税等を一時に納税することがで
きないとき、その事実を証明する書類等を添えて申請することにより、納税の猶
予が認められる場合があります。要件や必要書類等につきましては、納税相談時
にご確認ください。

延滞金の減免制度を設けています

納税の猶予制度（徴収猶予・換価の猶予）を設けています
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